
令和８年３月

伊　万　里　市

令和８年度　当初予算の概要



目　　　次

予 算 規 模 ( 一 般 会 計 )１ １

３

１

２

４

２ 基 本 方 針

一般会計当初予算の対前年度比較表

５

民 生 費

４特別会計･企業会計当初予算の対前年度比較表

事 業 概 要

１１

総 務 費 ６

６

一 般 会 計

議 会 費

３４

諸 支 出 金

労 働 費

３６

特 別 会 計

企 業 会 計

２１

３１

農 林 水 産 業 費

２６

衛 生 費

土 木 費

２５

３３

２９

教 育 費

消 防 費

商 工 費

２１

１６



１

２

予算規模（一般会計）

令 和 ７ 年 度 当 初 予 算 額 と の 比 較

千円 千円 千円 ％

令 和 ８ 年 度

当 初 予 算 額

増 減 額

令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 額

増 減 率

基　本　方　針

30,481,000 34,285,000 △ 3,804,000 △ 11.1

　第６次伊万里市総合計画における各種施策を推進し、本市の発展と市民福祉の

向上を図るためには、効率的な事業を切れ目なく展開していくことが必要ではあ

るが、令和８年度は市長改選の年であるため、主に扶助費や施設の維持管理費な

どの義務的経費や経常的経費を計上し、政策的経費については、継続事業である

保育園民営化推進事業や国の補正予算に対応した緊急的事業である学校給食運営

委員会支援事業など、必要最小限の事業を選択し予算の編成を行った。
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３　一般会計当初予算の対前年度比較表
（歳入）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減率

3,704,941 10.8 △ 1,107,472 △ 29.9

60.3

3,020,002 8.8

△ 266,165 △ 4.7

2,940,470 8.6 5,260 0.2

△ 1,000,000 △ 33.1

6,446 0.0

28,451

0.013,506

6.6

8.52,597,469

0.4121,738

91,015 0.3

20.96,356,687

1.1

17.7

地 方 消 費 税 交 付 金

0.4

5.01,511,045

法 人 事 業 税 交 付 金 126,810

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

県 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金 5,384,757

334,149

9.7

0.250,116財 産 収 入

2,945,730

100.030,481,000歳 入 合 計

21 0.8255,300

諸 収 入20 475,730

市 債

寄 附 金 2,020,002

0.01繰 越 金

繰 入 金

1.6

11

10

9

7

6

5

4

12

19

18

17

16

15

14

13

8

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

市 税

1.1350,514

0.09,372

0.1

1

2

3

　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度

　　　　　款

（単位：千円、％）

令 和 ８ 年 度 当 初 比 較

（　Ａ　） （　Ａ　）　－　（　Ｂ　）

令 和 ７ 年 度 当 初

（　Ｂ　）

25.67,799,194 7,686,180 22.4 113,014 1.5

343,752 1.0 6,762 2.0

2,680 0.0 6,692 249.7

18,504 0.1 9,947 53.8

△ 5.4

13,506 0.0 0 0.0

135,876 0.4 △ 9,066 △ 6.7

1,374,559 4.0 136,486 9.9

31,271 0.1 18,845

341,559 1.0 △ 7,410 △ 2.2

34,285,000 100.0 △ 3,804,000 △ 11.1

1 0.0 0 0.0

488,951 1.4 △ 13,221 △ 2.7

2,062,700 6.0 △ 1,807,400 △ 87.6

環 境 性 能 割 交 付 金 2,968 0.0 30,309 0.1 △ 27,341 △ 90.2

154,571 0.5 △ 32,833 △ 21.2

5,650,922 16.5

43,697 0.1 47,318 108.3

6,233,733 18.2 122,954 2.0

6,816 0.0 △ 370
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（歳出）

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 増 減 額 増 減率

0.0

6.0

2.6

12,386,291 36.1 131,779 1.1

2,469,470 7.2 3,822 0.2

8,474,357 24.7 △ 1,851,477 △ 21.8

768,676 2.2 △ 232,784

8.1

3.9

41.1

21.7

8.8

2.3

1.8

2.6

0.2

30,000

30,481,000歳 出 合 計

14 予 備 費

100.0

0.1

1,840,992

13 諸 支 出 金 789,147

12 公 債 費

2,678,645

11 災 害 復 旧 費 3,210

10 教 育 費

9 消 防 費 1,183,981

8 土 木 費 686,412

7 商 工 費 535,892

6 農 林 水 産 業 費 803,111

5 労 働 費 72,213

4 衛 生 費 2,473,292

2 総 務 費 6,622,880

3 民 生 費 12,518,070

　　　　　　　　　　　　　　年　　度

　　　　　　款

0.8議 会 費1 243,155

（単位：千円、％）

令 和 ８ 年 度 当 初 比 較

（　Ａ　） （　Ａ　）　－　（　Ｂ　）

令 和 ７ 年 度 当 初

（　Ｂ　）

234,748 0.7 8,407 3.6

△ 30.3

1,943,009 5.7 △ 1,256,597 △ 64.7

72,600 0.2 △ 387 △ 0.5

1,188,850 3.5 △ 385,739 △ 32.4

3,330 0.0 △ 120 △ 3.6

1,781,756 5.2 59,236 3.3

1,240,162 3.6 △ 56,181 △ 4.5

2,948,502 8.6 △ 269,857 △ 9.2

34,285,000 100.0 △ 3,804,000 △ 11.1

743,249 2.2 45,898 6.2

30,000 0.1 0 0.0
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４　特別会計・企業会計当初予算の対前年度比較表

上段：（当初）
下段：６月補正後

令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

増 減 額 増減率

比 較

（単位：千円、％）

区 分

介 護 保 険 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 6,493,532

5,870,138

△ 5.6

△ 2.6

6,877,464

6,029,791

△ 383,932

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

特 別 会 計 の 計

△ 159,653

工業用水道事業
特 別 会 計

収益的収入及び支出

水 道 事 業
特 別 会 計

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

収益的収入及び支出

資 本 的 支 出

1,328,513

下 水 道 事 業
特 別 会 計

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

収益的収入及び支出

1,127,535

1,357,093

資 本 的 収 入

146,236

1,532,996

2,075,278

14,438,948

14,515

1,800,556

14,707,811

1,506,479

754,172

△ 744,686

2,009,396

1,342,578

1,016,030

1,432,137

480,948

1,013,366

15.3

△ 1.8

1.8

△ 80.6

△ 49.6

274,722

26,517

△ 607,936

△ 996,030

△ 268,863

1.1

△ 11.6

△ 19.6

△ 35.6

1,060,092 △ 44,062 △ 4.2

1,275,956

1,652,053

1,225,634

△ 148,421

△ 323,540

2,222,974 △ 790,837

△ 60.8
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１ 貧困

　あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終
わらせる

10 不平等

　国内及び各国家間の不平等を是正する

２ 飢餓

　飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養
の改善を実現し持続可能な農業を促進する

11 持続可能な都市

　包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）
で持続可能な都市及び人間居住を実現する

３ 保健

　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な
生活を確保し、福祉を促進する

12 持続可能な消費と生産

　持続可能な消費生産形態を確保する

４ 教育

　すべての人に包摂的かつ公正な質の高い
教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

13 気候変動

　気候変動及びその影響を軽減するための
緊急対策を講じる

５ ジェンダー

　ジェンダー平等を達成し、すべての女性
及び女児の能力強化（エンパワーメント）
を行う

14 海洋資源

　持続可能な開発のために、海洋・海洋資
源を保全し、持続可能な形で利用する

６ 水・衛生

　すべての人々の水と衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確保する

15 陸上資源

　陸域生態系の保護、回復、持続可能な利
用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化
への対処ならびに土地の劣化の阻止・回復
及び生物多様性の損失を阻止する

７ エネルギー

　すべての人々の、安価かつ信頼できる持
続可能な近代的なエネルギーへのアクセス
を確保する

16 平和
　持続可能な開発のための平和で包摂的な
社会を促進し、すべての人々に司法へのア
クセスを提供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的な制度を構
築する

８ 経済成長と雇用

　包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべ
ての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが
いのある人間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する

17 実施手段

　持続可能な開発のための実施手段を強化
し、グローバル・パートナーシップを活性
化する

９ インフラ、産業化、イノベーション

　強靱（レジリエント）なインフラ構築、
包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイ
ノベーションの推進を図る

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標） 17の目標

「Sustainable Development Goals」エス・ディー・ジーズ

　SDGsとは、2015年に国連サミットで採択された、2030年までに持続可能でより良い世界を目
指す国際目標です。
　貧困、衛生、教育、経済成長や働きがい、格差、気候変動など、21世紀の世界が抱える課題
が包括的に挙げられており、17の目標（ゴール）と169のターゲットから構成され、地球上の
「誰一人取り残さない（leave no one behind）」ことを誓っています。

 伊万里市は、ＳＤＧｓを推進し、
 「未来につながる持続可能都市 伊万里」
 を目指します。
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４　事　業　概　要 　　　　　　　 略語の表示

（一般会計）

千円 千円

千円 千円

【財政課】

総　務　費

自立と
協働の
まちづ
くり

庁舎管理事業
（【新規】庁舎昇
降機改修工事）

57,219

（市債）
51,400

（一財）
5,819

　本庁舎及び別館の昇降機の老朽化に伴い、省エネ基準

に適合したものに改修する。

・全体事業費（令和8年度～9年度）　165,061千円

・継続費　　　　　　　　　　　　　160,644千円

・令和8年度事業費

　　工事監理業務委託料　　　　　　　1,834千円

　　庁舎昇降機改修工事費　　　　　 53,854千円

　　事務費等　　　　　　　　　　　　1,531千円

６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

　　　　　　　　 (分負)分担金及び負担金、(使手)使用料及び手数料、(国)国庫支出金、
　　　　　　　　 (臨交)物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金、 (県)県支出金、
　　　　　　　　 (財産)財産収入、(繰入)繰入金、(諸収)諸収入、(市債)市債、(一財)一般財源、
 　　　　　　　　(支基)支払基金交付金、(サ収)サービス収入、(保険)後期高齢者医療保険料、
　　　　　　　　 (補助)補助金、(企債)企業債、【新規】新規事業

【議会事務局】

【議会事務局】

議　会　費

　市議会議員の調査研究活動等の充実を図るため、政務

活動費として経費の一部を交付する。

・交付額　　議員1人当たり　年額 250千円

           （上半期 150千円、下半期 100千円）

・交付時期　年2回（4月、10月）

※年度の途中において議員となった者については、議員

となった日の属する月の翌月以降が交付対象

自立と
協働の
まちづ
くり

議員政務活動支援
事業

5,225
（一財）

5,225

自立と
協働の
まちづ
くり

議会活動事業
（【新規】情報端
末等導入）

3,427
（一財）

3,427

　市議会における各種資料のデジタル化により、議会運

営及び事務の効率化を図るため、情報端末等を導入す

る。

・導入予定　　　　　　　　　　　　　令和8年10月

・導入台数　　　　　　　　　　　　　　　 24台

・端末賃借料　　　　　　　　　　　　　763千円

・端末通信料等　　　　　　　　　　　1,671千円

・端末用消耗品　　　　　　　　　　　　250千円

・会議システム導入業務委託料　　　　　380千円

・会議システム使用料　　　　　　　　　363千円
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６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円

【企画政策課】

【企画政策課】

自立と
協働の
まちづ
くり

第７次総合計画策
定事業

8,308
（一財）

8,308

　市政運営の最上位計画である第7次総合計画につい

て、審議会での検討などを踏まえ策定する。

・計画期間　　令和9年度～16年度

・内容　　　　総合計画審議会の開催

　　　　　　　基本構想及び基本計画の策定

・総合計画審議会委員報酬　　　　　　　636千円

・総合計画審議会学識経験者委員謝礼　　450千円

・総合計画審議会委員旅費　　　　　　　163千円

・第7次総合計画策定支援業務委託料　 6,995千円

・事務費等　　　　　　　　　　　　　　 64千円

自立と
協働の
まちづ
くり

みんなの地域創造
拠点形成事業

5,900
（繰入）

5,900

　総務省の「地域活性化起業人制度（企業派遣型）」を

活用し、大学生等が市内を学習及び実践の場とする伊万

里まちなかラボ構想のもとで、市内事業者との交流や地

域資源を活用した新商品の開発などを通じて、大学生等

を中心とする関係人口の創出に取り組む。

・派遣元企業　　　　　株式会社GAROO（ガルー）

・起業人受入負担金　　5,900千円

【企画政策課】

自立と
協働の
まちづ
くり

広域連携事業
（【新規】OTEC-
Link10周年記念事
業）

2,465

（諸収）
2,000

（一財）
465

　自治総合センターの環境保全促進助成金を活用し、佐

賀大学及び沖縄県久米島町と連携して、記念講演や環境

保全に関する子ども向けワークショップ、温度差発電模

擬装置の展示等を行う「OTEC-Link10周年記念事業」を

開催する。

・OTEC-Link10周年記念事業　　　　　　2,465千円

　　展示説明業務等委託料 　　　　　　　941千円

　　著名人出演料等 　　　　　　　　　1,228千円

　　ポスター等 　　　　　　　　　　　　144千円

  　手話謝礼、冷房代、食糧費等 　　　　152千円
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６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円

【暮らしづくり課】

【企業誘致・商工振興課】

生活の
基盤づ
くり

コミュニティバス
等運行事業

38,249

（繰入）
38,200

（一財）
49

　移動手段を必要とする高齢者等の地域での暮らしやす

さを確保するため、市独自の地域密着型バスやデマンド

タクシーを運行するとともに、武雄・桃川間のコミュニ

ティバスを武雄市と共同で運行する。

・いまりんバス運行業務委託料

　市街地線　　　　　　　　　　　　　 　19,375千円

　地域線（3便→4便へ増便）　　　 　 　　4,354千円

　郊外線　　　　　　 　　　　 　　 　　 9,747千円

・松浦町デマンドタクシー運行業務委託料　2,011千円

・二里町デマンドタクシー運行業務委託料　1,106千円

・武雄桃川線運行費負担金　　　　　　　　　935千円

・伊万里市民と考える地域交通会議負担金　　119千円

・事務費等 　　　　　　　　　　　　　 　　602千円

【財政課】

自立と
協働の
まちづ
くり

移住・定住促進事
業

13,158

（ 国 ）
2,430

（ 県 ）
1,500

（繰入）
9,200

（一財）
28

　本市への更なる移住・定住の促進を図るため、奨励金

制度を活用した取組みを積極的に展開するとともに、情

報発信等を行う。

・移住促進奨励金　　　　　　　　　　  　9,100千円

　（新築購入等県内外からの移住者）

・いまり暮らしスタート支援金　　　　 　 1,500千円

　（県内外からの移住者）

・未来につなぐいまり移住支援金　　　　　2,000千円

　（子育て世帯等県外からの移住者）

・相談会によるPR経費等　　　　　　　  　　558千円

自立と
協働の
まちづ
くり

ふるさと応援寄附
募集事業

958,771
（繰入）
958,771

　ふるさと応援基金への寄附の増加を図るとともに、本

市のPRや産業振興を図る。

・寄附見込額　　20億円　（返礼品割合　25％）

・特産品配送業務等委託料　　　　　　　500,000千円

・事務代行業務委託料　　　　　　　　　248,729千円

・募集サイト掲載及び決済手数料等　　　192,380千円

・寄附金受領書等郵送料　　　　　　　　 15,000千円

・その他事務費　　　　　　　　　　　　　2,662千円
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６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円

【暮らしづくり課】

【暮らしづくり課】

生活の
基盤づ
くり

鉄道交通支援事業 26,553

（ 県 ）
1,074

（繰入）
25,400

（一財）
79

　第三セクターである松浦鉄道株式会社の円滑な事業運

営のため、レールやマクラギなどの年次的な施設更新に

要する経費について、松浦鉄道沿線の2県4市2町で負担

割合に応じて経費を補助する。

　また、鉄道の利用促進を図り路線の維持確保に繋げる

ことを目的として、市内3高等学校及び有田工業高等学

校に通学する伊万里市在住の高校生が新規に購入するJR

筑肥線及び松浦鉄道の通学定期券に要する費用の半額を

補助する。

・松浦鉄道施設整備事業費補助金　　  　 23,936千円

・【新規】通学用定期券新規購入費補助金  2,280千円

・筑肥線複線化電化促進期成会経費等　 　 　337千円

生活の
基盤づ
くり

バス交通支援事業 90,353

（繰入）
90,300

（一財）
53

　不採算バス路線の維持や地域のコミュニティバス等の

運行に要する経費を補助する。

・路線バス運行費補助金

　西肥自動車（福島線外2路線）　　　　　48,693千円

　昭和自動車（唐津線）　　　　　　 　　14,168千円

・東山代元気バス

　実施主体　元気バス協議会

　補助金　　　　　　　　　　　 　　　　12,820千円

・波多津ふれあい号

　実施主体 特定非営利活動法人まちづくり波多津

　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　4,535千円

・コミュニティすこやかバス

　実施主体　大川町コミュニティ運営協議会

　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　4,053千円

・町内巡回バスくろがわ号

　実施主体　黒川町まちづくり運営協議会

　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　5,933千円

・コミュニティバス運行に係る安全運転講習会

　報償費　　　　　　　　　　　　　　　　　 85千円

・事務費等　　　　　　　　　　　　　　 　　66千円
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６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円
　地域の要望をもとに、地域住民が主体となって取り組

む地域課題の解決や、身近なまちづくりへの取組を支援

するため、地域づくりサポーターを配置する。

・サポーター配置箇所　　計7か所

　牧島、大坪、黒川、波多津、松浦、二里、山代

・サポーター活動経費　　　　　　　　  　2,616千円

【選挙管理委員会事務局】

【地域づくり課】

自立と
協働の
まちづ
くり

市長選挙執行事業 30,128
（一財）

30,128

　令和8年4月26日任期満了に伴う市長選挙について、執
行に係る経費を計上する。
・投開票日　令和8年4月19日

自立と
協働の
まちづ
くり

地域おこし協力隊
事業

4,675

（繰入）
4,600

（一財）
75

　人口減少や高齢化が進むなか、地域外の人材を配置

し、定住や定着を図るとともに、地域支援活動により地

域力の維持強化に資するため、地域おこし協力隊を配置

する。

・配置箇所　　　　　東山代町川内野区（2年目）

　　　　　　　　　　二里町炭山地区  （1年目）

　　　　　　　　　　山代町西ノ谷地区（1年目）

・協力隊活動経費　　4,675千円

【地域づくり課】

自立と
協働の
まちづ
くり

【新規】
コミュニティセン
ター改修事業

118,167

（市債）
104,200

（一財）
13,967

　牧島コミュニティセンターの老朽化等に対応するた

め、長寿命化工事を行う。また、山代コミュニティセン

ターの講堂のLED化と大川内コミュニティセンターの

フェンスの破損等に対応するため、工事を行う。

・牧島コミュニティセンター

　長寿命化改修工事監理業務委託料　　    4,603千円

・牧島コミュニティセンター

　長寿命化改修工事　　　　　　　　    108,130千円

・コミュニティセンター営繕工事

　山代コミュニティセンターLED化工事     3,487千円

　大川内コミュニティセンターフェンス取替工事

　　　　　　　　　　　　　　　　  　  　1,947千円

自立と
協働の
まちづ
くり

地域づくり推進事
業
（地域づくりサ
ポーター配置）

2,616

（繰入）
2,600

（一財）
16

【地域づくり課】
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６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円

千円 千円

【福祉課】

【選挙管理委員会事務局】

民　生　費

安心で
健やか
な暮ら
しづく
り

障がい者（児）介
護・訓練等給付事
業

1,775,238

（ 国 ）
886,604

（ 県 ）
443,302

（一財）
445,332

　障害者総合支援法に基づき、障がい者の自立や社会参

加を促進するため、障がい者やその保護者に対し、介護

給付費等を給付する。

・介護給付

　居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、

　療養介護、生活介護、短期入所

　重度障がい者等包括支援、施設入所支援

・訓練等給付

　自立訓練、就労選択支援、就労移行支援

　就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助

　共同生活援助

・計画相談支援

・地域相談支援

　地域移行支援、地域定着支援

・給付費　    　　　　　1,773,208千円

・負担割合　　　　国1/2、県1/4、市1/4

・事務費　　　    　　　　　2,030千円

【選挙管理委員会事務局】

自立と
協働の
まちづ
くり

県議会議員選挙執
行事業

12,527
（ 県 ）

12,527

　令和9年4月29日任期満了に伴う県議会議員選挙につい
て、執行に係る準備経費を計上する。

【選挙管理委員会事務局】

自立と
協働の
まちづ
くり

県知事選挙執行事
業

30,778

（ 県 ）
29,524

（一財）
1,254

　令和9年1月10日任期満了に伴う県知事選挙について、
執行に係る経費を計上する。

自立と
協働の
まちづ
くり

市議会議員選挙執
行事業

19,747
（一財）

19,747

　市議会議員に欠員が生じていることに伴う市議会議員

補欠選挙について、公職選挙法の規定により市長選挙と

同時に行うため、執行に係る経費を計上する。

　また、令和9年4月29日任期満了に伴う市議会議員選挙

について、執行に係る準備経費を計上する。
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（特別会計）

千円 千円

千円 千円

６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

国民健康保険特別会計

　県と市が共同で国民健康保険事業の健全な運営を確保

しながら、被保険者の健康の保持増進を図るため、疾病

や負傷、出産等に対する必要な保険給付を行うととも

に、特定健康診査等の受診や自主的な健康づくりを促進

する保健事業を行う。

〇被保険者　　5,672世帯　8,777人

・総務費                    　　　　134,740千円

・保険給付費　            　　　  4,652,741千円

・国民健康保険事業費納付金　　　　1,618,625千円

・保健事業費                 　　　　70,848千円

・公債費　                    　　　      1千円

・諸支出金                    　　　　9,222千円

・基金積立金                   　 　　2,355千円

・予備費                      　　　　5,000千円

安心で
健やか
な暮ら
しづく
り

国民健康保険 6,493,532

（ 県 ）
4,842,650
（財産）

2,355
（繰入）
542,381

（一財）
1,106,146

【市民課】

介護保険特別会計

安心で
健やか
な暮ら
しづく
り

介護保険

【長寿社会課】【地域包括支援センター】

5,870,138

（分負）
13,697

（使手）
63

（ 国 ）
1,319,710
（支基）

1,475,596
（ 県 ）
799,333

（財産）
3,344

（繰入）
909,375

（諸収）
6,860

（サ収）
46,091

（一財）
1,296,069

　第9期介護保険事業計画（令和6年度～令和8年度）に

基づき、市民が安心して必要なサービスを受けられる体

制を確立し、円滑な保険給付を行うとともに、各種介護

予防事業のほか、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられるよう地域包括ケアシステムの深化・推進

に向け、医療と介護の連携、地域における高齢者の生活

支援体制の整備、認知症対策などの取組を行う。

　また、介護保険法に基づく第10期介護保険事業計画

（令和9年度～令和11年度）を策定する。

・総務費　　　　  　  　　　　　　　152,828千円

・保険給付費　　  　　　　　　　　5,270,170千円

・地域支援事業費  　 　　 　　　　　386,699千円

・保健福祉事業費　　　　　　　　　　　　660千円

・公債費　　　　  　      　　 　　   　　1千円

・諸支出金　　　  　   　　　 　　　　2,843千円

・基金積立金　　  　    　　     　　53,399千円

・予備費　　　  　      　 　　 　　　3,538千円



６つの
ま ち
づくり

事 業 名 事業費 財源内訳 説　　　　　明

千円 千円

【市民課】

後期高齢者医療特別会計

（保険）
900,502

（繰入）
1,168,498
（諸収）

6,268
（一財）

10

　高齢者が安心して医療を受けることができるように、

後期高齢者医療制度の運営主体である広域連合に対し、

保険料等の納付金を支出するとともに、保険料の徴収、

各種申請の受付や資格確認書の交付等を行う。

・総務費　　　　　　　　　　　　　　 28,685千円

・後期高齢者医療広域連合納付金　　2,040,265千円

・保健事業費　                    　  4,870千円

・公債費                           　    50千円

・諸支出金                       　 　1,403千円

・予備費　                       　       5千円

安心で
健やか
な暮ら
しづく
り

後期高齢者医療 2,075,278



（企業会計）

千円 千円

千円 千円

工業用水道事業特別会計

活気あ
ふれる
産業づ
くり

資

本

的

支

出

長浜浄水場施
設更新事業

379,038

　工業用水の安定供給を維持するため、令和6年度から8

年度までの継続事業で第1工業用水道長浜浄水場の施設

を更新する。

・事業費

　工事請負費　　　　　　　　　　　 　371,140千円

　工事監理業務委託料　　  　　　　　　 7,898千円

【水道施設課】

（企債）
200,000

（一財）
179,038

【水道施設課】

生活の
基盤づ
くり

　水道水の安定供給を維持するため、令和4年度から7年

度までの継続事業を令和8年度までに変更し、有田川浄

水場の排水処理施設を更新する。

・事業費

　工事請負費　　　　　　　　　　　 　 75,000千円

６つの
ま ち
づくり

説　　　　　明事 業 名

資

本

的

支

出

事業費 財源内訳

生活の
基盤づ
くり

第２次物価高
騰対応水道基
本料金減免事
業

0

（補助）
86,520

（一財）
△86,520

　物価高騰による市民の負担を軽減するため、家庭用の

水道基本料金2か月分を減免する。

・減免額

　2,100円 × 20,600世帯 × 2か月　＝　86,520千円

※令和8年度給水収益

（給水収益見込額）　（減免分） （令和8年度予算額）

　 1,278,286千円 － 86,520千円　＝ 1,191,766千円

※令和8年度他会計補助金

（企業債利子分等）　（減免分） （令和8年度予算額）

　　　16,125千円 ＋ 86,520千円　＝ 　102,645千円

水道事業特別会計

有田川浄水場
排水処理施設
更新事業

75,000
（企債）

75,000

【管理課】

収

益

的

収

入



６つの
ま ち
づくり

説　　　　　明事 業 名 事業費 財源内訳

千円 千円

【下水道施設課】

下水道事業特別会計

資

本

的

支

出

生活の
基盤づ
くり

処理場改良事
業

130,124

（ 国 ）
40,000

（企債）
46,900

（一財）
43,224

　汚水の安定的処理及び施設の延命を図るため、ストッ

クマネジメント計画に基づき、令和8年度から10年度ま

での継続事業等で浄化センターの設備を更新する。

・事業内容

　受変電設備外機械・電気設備更新等

・事業費

　工事請負費　　　 　　　　 　　　　　25,000千円

　設計業務等委託料　 　　　　　　　　105,124千円

【下水道施設課】

資

本

的

支

出

生活の
基盤づ
くり

汚水管渠改良
事業

302,372

（ 国 ）
124,330

（企債）
170,000

（一財）
8,042

　汚水管路の破損等による道路陥没等を防ぐため、管路

の更生工事等を行う。

・事業内容

　管路更生、マンホール蓋更新等

・事業費

　工事請負費　　　　　　　　　　　　 276,372千円

　調査業務等委託料　　　　　　　　　　26,000千円



　 ■令和８年度当初予算における会計年度任用職員の事業別内訳

NO 事業 合計 一般 専門

1 議会事務局運営事業 1人 0人 1人

2 人事管理事業 27人 24人 3人

3 地籍調査事業 1人 0人 1人

5 市民センター管理運営事業 2人 2人 0人

6 税務管理事業 17人 16人 1人

7 戸籍住民基本台帳事業 5人 5人 0人

8 マイナンバー交付事業 6人 6人 0人

9 選挙管理委員会事務局運営事業 24人 24人 0人

11 国民年金取扱事業 1人 1人 0人

13 児童手当支給事業 1人 1人 0人

14 公立保育園管理運営事業 41人 10人 31人

15 生活保護総務事業 5人 0人 5人

16 保健衛生総務事業 3人 0人 3人

17 環境衛生総務事業 4人 3人 1人

18 農業委員会事務局運営事業 1人 0人 1人

19 農業総務事業 2人 1人 1人

20 林業総務事業 1人 1人 0人

21 商工業総務事業 1人 1人 0人

22 土木総務事業 1人 0人 1人

23 道路・橋りょう総務事業 10人 10人 0人

24 都市計画総務事業 12人 12人 0人

25 市営住宅管理事業 1人 1人 0人

26 消防団運営事業 1人 1人 0人

28 学校教育総務事業 108人 84人 24人

29 図書館管理運営事業 12人 5人 7人

30 学校給食センター管理運営事業 1人 1人 0人

374人 249人 125人

1 国民健康保険総務事業 1人 1人 0人

2 特定健康診査事業 1人 0人 1人

3 特定保健指導事業 2人 0人 2人

4 国民健康保険健康意識啓発事業 2人 1人 1人

6人 2人 4人

1 介護保険総務事業 2人 1人 1人

2 介護認定審査会運営事業 2人 2人 0人

3 介護認定調査事業 3人 0人 3人

4 介護予防総務事業 2人 0人 2人

5 包括的支援総務事業 3人 0人 3人

6 社会保障充実事業 1人 0人 1人

7 介護給付点検・指導事業 1人 0人 1人

8 介護予防支援サービス事業 11人 0人 11人

25人 3人 22人

1 後期高齢者医療総務事業 1人 1人 0人

1人 1人 0人

406人 255人 151人

款 専門職の内訳

議会費 運転手 1人

総務費

27 教育費 教育委員会事務局運営事業 23人 10人 13人

国見台公園体育施設管理事務所長1人

総務費 女性自立支援相談員 1人 移住・定住支援員 1人 産休代替（専門職） 1人

総務費 地籍調査専門員 1人

集落支援員 7人 多文化共生マネージャー 1人 結婚支援相談員 1人 地域おこし協力隊 3人
4 総務費 まちづくり総務事業 31人 19人 12人

総務費

総務費 市民税課税事務専門員 1人

総務費

10 民生費 福祉総務事業 10人 3人 7人
隣保館長 1人 隣保館指導員 1人 精神保健福祉相談員 1人 手話通訳専門員 1人

障がい者生活支援センター員 2人 支援区分認定調査員1人

民生費

12 民生費 児童福祉総務事業 21人 8人 13人
児童センター所長 1人 家庭児童相談員 2人 母子・父子自立支援員 2人 児童厚生員 1人

体力増進指導員 1人 保育士、看護師（病後児保育） 2人 所長、保育士（子育て支援センター） 4人

民生費

民生費 保育士 26人 看護師 4人 調理師 1人

民生費 生活保護医療扶助相談・指導員 1人 生活保護就労支援専門員 1人 生活保護面接相談員 1人 適正保護指導員 2人

衛生費 母子訪問指導員 2人 看護師 1人

衛生費 環境センター所長 1人

農林水産業費 農地中間管理事業推進員 1人

農林水産業費 地域農業連携推進員 1人

農林水産業費

商工費

土木費 登記事務専門員 1人

土木費

土木費

土木費

消防費

同和教育集会所長 1人 同和教育集会所指導員 1人 人権・同和教育指導員 4人 体力増進指導員 1人

国見台体育施設管理事務所専門職員 1人 非常勤指導主事 2人 歴史民俗資料館館長 1人 伊万里市スポーツ協会事務局長 1人

教育費 学校用務員 14人 外国語指導助手等（ALT・JET）5人 適応指導教室指導員 3人 非常勤部活動指導員 2人

教育費 図書館司書（初任） 1人 図書館司書（中堅） 2人 図書館司書（主任） 4人

教育費

一般会計　　計

総務費

保健事業費 特定健診指導員 1人

保健事業費 特定保健指導員 2人

保健事業費 国民健康保険訪問指導員 1人

国民健康保険特別会計　計

総務費 介護給付専門員 1人

総務費

総務費 介護認定調査員 3人

地域支援事業費 介護予防指導員 2人

地域支援事業費 保健師（地域包括） 1人 社会福祉士（地域包括） 1人 主任介護支援専門員（地域包括） 1人

介護保険特別会計　計

地域支援事業費 認知症地域支援推進員 1人

地域支援事業費 介護給付専門員 1人

総計

総務費

総務費

後期高齢者医療特別会計　計

地域支援事業費 ケアプラン作成専門員 11人



■令和８年度当初予算

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金充当事業一覧 （単位：千円）

1 民生費 私立保育園等給食材料費高騰対策事業費補助金 26,196 13,080

2 民生費 公立保育園管理運営事業 42,354 5,620

3 衛生費 第２次物価高騰対応民営簡易水道組合等支援事業 3,118 3,110

4 教育費 学校給食運営委員会支援事業 281,279 100,120

5 教育費 特別支援学校給食費支援事業 1,544 1,540

6 諸支出金 水道事業繰出金 102,646 86,420

457,137 209,890

ふるさと応援基金充当事業一覧 （単位：千円）

1 総務費 デジタル田園都市構想推進事業 2,000 2,000

2 総務費 みんなの地域創造拠点形成事業 5,900 5,900

3 総務費 ファシリティマネジメント推進事業 2,177 2,100

4 総務費 移住・定住促進事業 13,158 9,200

5 総務費 シティプロモーション推進事業 1,514 1,500

6 総務費 コミュニティバス等運行事業 38,249 38,200

7 総務費 バス交通支援事業 90,353 90,300

8 総務費 鉄道交通支援事業 26,553 25,400

9 総務費 ＤＸ推進事業 90,501 40,500

10 総務費 地域づくり推進事業 2,616 2,600

11 総務費 婚活推進事業 660 200

12 総務費 地域おこし協力隊事業 4,675 4,600

13 民生費 子どもの医療費助成事業 247,987 167,500

14 民生費 幼児インフルエンザ予防接種費助成事業 1,215 1,200

15 衛生費 妊婦乳児健康診査事業 38,242 35,300

16 衛生費 環境調査測定事業 4,321 4,300

17 衛生費 食品廃棄物再生利用支援事業 640 600

合計 ６ 事業

No. 款 事業名 事業費 充当額

No. 款 事業名 事業費 充当額



No. 款 事業名 事業費 充当額

18 衛生費 環境センター管理運営事業 56,544 36,000

19 農林水産業費 園芸農業機械・施設等整備支援事業 101,991 300

20 農林水産業費 伊万里牛産地強化支援事業 825 800

21 農林水産業費 小規模土地改良支援事業 1,050 1,000

22 商工費 伊万里・有田焼伝統的工芸品産業振興事業 5,560 5,500

23 商工費 まちなか活性化団体支援事業 6,478 6,400

24 商工費 まちなか賑わい創出事業 1,834 1,800

25 商工費 観光総務事業 10,029 3,000

26 商工費 観光ＰＲ事業 4,445 4,400

27 商工費 観光振興団体支援事業 19,068 19,000

28 商工費 どっちゃん祭り開催支援事業 4,100 4,100

29 土木費 伊万里港ポートセールス推進事業 22,539 21,400

30 土木費 都市公園管理事業 42,750 30,600

31 土木費 普通公園管理事業 10,718 8,800

32 土木費 実家に帰ろう住宅改修等支援事業 4,500 3,500

33 教育費 学びの保障対策事業 29,322 28,600

34 教育費 学力向上対策事業 5,083 5,000

35 教育費 小学校遠距離児童通学支援事業 97,151 94,600

36 教育費 小学校パソコン管理事業 280,345 600

37 教育費 中学校遠距離生徒通学支援事業 44,897 41,800

38 教育費 中学校パソコン管理事業 148,636 300

39 教育費 カブトガニ保護促進事業 778 700

40 教育費 図書館資料収集事業 6,400 6,400

41 教育費 歴史民俗資料館管理運営事業 2,473 2,400

42 教育費 陶器商家資料館管理運営事業 2,253 2,200

43 教育費 鍋島ギャラリー管理運営事業 2,532 2,400

44 教育費 散弾銃射撃場環境対策事業 1,321 1,300

1,484,383 764,300合計 ４４ 事業



分類 事業名

upport［支援］未来を託す子育て応援都市

広域連携事業 2,465 千円 7 ㌻

障がい児通所給付事業 426,395 千円 12 ㌻

子どもの医療費助成事業 247,987 千円 12 ㌻

ひとり親家庭等医療費助成事業 36,041 千円 13 ㌻

保育対策総合支援事業 67,392 千円 13 ㌻

乳児等通園支援事業 8,105 千円 13 ㌻

保育園民営化推進事業 243,141 千円 14 ㌻

留守家庭児童クラブ管理運営事業 246,114 千円 14 ㌻

児童手当支給事業 1,295,078 千円 15 ㌻

私立保育園等給食材料費高騰対策事業 26,196 千円 15 ㌻

私立保育園等支援事業 2,725,101 千円 15 ㌻

公立保育園管理運営事業 24,469 千円 16 ㌻

こども子育て包括支援事業 880 千円 16 ㌻

妊婦支援給付等事業 42,446 千円 17 ㌻

小・中学校遠距離児童生徒通学支援事業 142,048 千円 31 ㌻

小・中学校要保護・準要保護児童生徒就学援助事業 24,579 千円 31 ㌻

小・中学校パソコン管理事業 294,619 千円 32 ㌻

学校給食運営委員会支援事業 281,179 千円 32 ㌻

特別支援学校給食費支援事業 1,544 千円 33 ㌻

echnology［技術］未来を先取るデジタル都市

－ － 千円 － ㌻

『いまりSTEP UPプロジェクト』2026年度版《当初》

事業費   ページ

S

T



分類 事業名

『いまりSTEP UPプロジェクト』2026年度版《当初》

事業費   ページ

conomy［経済］競争に打ち勝つ産業都市

みんなの地域創造拠点形成事業 5,900 千円 7 ㌻

ふるさと応援寄附募集事業 958,771 千円 8 ㌻

移住・定住促進事業 13,158 千円 8 ㌻

伊万里の“いい職”説明会開催事業 1,528 千円 21 ㌻

新規就農者等支援事業 8,609 千円 22 ㌻

有害鳥獣対策事業 2,679 千円 22 ㌻

園芸農業機械・施設等整備支援事業 101,991 千円 23 ㌻

伊万里牛産地強化支援事業 825 千円 23 ㌻

伊万里・有田焼伝統的工芸品産業振興事業 5,500 千円 25 ㌻

ビジネス支援サービス業等立地促進事業 18,890 千円 26 ㌻

観光ＰＲ事業 4,445 千円 26 ㌻

どっちゃん祭り開催支援事業 4,100 千円 26 ㌻

ort［港］世界に向けた港湾都市

伊万里港ポートセールス推進事業 21,471 千円 27 ㌻

※分類と事業費は、必ずしも一致しません。
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総務費 旧恩給組合運営負担金 統合 人事管理事業へ統合したため。

総務費 防犯灯設置促進事業 骨格

総務費 防犯団体等支援事業 骨格

総務費 ＳＤＧｓ推進事業 統合 企画政策事業へ統合したため。

総務費 ＩＭＡＲＩデジタル塾開催事業 骨格

総務費 市内高等学校支援事業 骨格

総務費 子ども・若者計画策定事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

総務費 職員提案制度運用事業 統合 行政改革推進事業へ統合したため。

総務費 ＥＶカーシェアリング促進事業 統合 観光総務事業へ統合したため。

総務費 プロジェクト推進事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

総務費 公共施設適正管理事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

総務費 交通安全運動団体支援事業 骨格

総務費 地域経営支援事業 骨格

総務費 市民活動促進事業 骨格

総務費
東山代小学校・コミュニティセン
ター等複合施設整備事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

総務費 移動販売事業者支援事業 骨格

総務費 市民センター改修事業 骨格

総務費 参議院議員選挙執行事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

民生費
介護サービス低所得利用者支援事
業

骨格

民生費 老人団体支援事業 骨格

民生費 母子寡婦福祉団体支援事業 骨格

民生費 私立保育園整備促進事業 休止 令和8年度において事業見込みがないため。

衛生費 出産・子育て応援事業 変更
「妊婦支援給付等事業」へ名称を変更したた
め。

衛生費 資源ごみ回収促進事業 骨格

衛生費 ごみ集積所整備促進事業 骨格

説 明区分

（統合・廃止・完了等事業）

款 事 業 名



説 明区分款 事 業 名

労働費 Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職促進事業 廃止 令和7年度において事業を廃止したため。

労働費 インターンシップ推進事業 骨格

農林水産業費
水田農業機械・施設等整備支援事
業

骨格

農林水産業費 農業ＤＸ推進事業 骨格

農林水産業費 伊万里梨産地強化支援事業 骨格

農林水産業費
第４次施設園芸等燃料高騰対策支
援事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

農林水産業費 死亡獣畜処理支援事業 骨格

農林水産業費 伊万里牛出荷奨励事業 骨格

農林水産業費
第２次畜産農家配合飼料価格高騰
対策支援事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

農林水産業費 団体営基盤整備促進事業 骨格

農林水産業費
地域農業水利施設ストックマネジ
メント事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

農林水産業費 ため池整備事業 骨格

農林水産業費 経営体育成基盤整備事業 骨格

農林水産業費 特用林産物生産基盤整備事業 骨格

農林水産業費 間伐等森林整備促進対策事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

農林水産業費 漁業者緊急支援事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

商工費 工場等設置奨励事業 骨格

商工費 商業団体支援事業 骨格

商工費
市街地・商店街活性化イベント開
催支援事業

骨格

商工費 創業支援事業 骨格

商工費
第４次プレミアム付商品券発行事
業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

商工費 いまり秋祭り開催支援事業 骨格

商工費 グリーン・ツーリズム推進事業 骨格

土木費
道路管理事業（社会資本整備総合
交付金）

骨格

土木費 市道改良事業（単独） 骨格

土木費 市道改良事業（道整備交付金） 骨格



説 明区分款 事 業 名

土木費
市道改良事業（社会資本整備総合
交付金）

骨格

土木費 交通安全施設整備事業（単独） 骨格

土木費 交通安全施設整備事業（補助） 休止 令和8年度において事業見込みがないため。

土木費 排水機場保全対策事業 骨格

土木費 河川局部改修事業 休止 令和8年度において事業見込みがないため。

土木費 浦分地区浸水対策事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

土木費 急傾斜地整備事業 骨格

土木費 港湾整備促進事業 骨格

土木費
内水浸水リスクマネジメント推進
事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

土木費
都市計画道路整備促進事業（八谷
搦駅前線）

骨格

土木費
市営住宅改修事業（社会資本整備
総合交付金）

骨格

教育費 学校行事等支援事業 骨格

教育費
両親のいない児童生徒就学奨励事
業

骨格

教育費
デジタル・シティズンシップ教育
推進事業

骨格

教育費 小学校施設環境改善事業 骨格

教育費 市内企業見学事業 骨格

教育費 小学校理科教材購入事業 休止 隔年実施のため。

教育費
東山代小学校・コミュニティセン
ター等複合施設整備事業

完了 令和7年度において事業が完了したため。

教育費 中学校体育団体支援事業 骨格

教育費 中学校理科教材購入事業 休止 隔年実施のため。

教育費 市民音楽祭開催事業 骨格

教育費 二十歳の集い開催事業 骨格

教育費 青少年育成団体支援事業 骨格

教育費 文化団体支援事業 骨格

教育費 社会人権・同和教育団体支援事業 変更
「社会人権・同和教育啓発推進事業」へ名称
を変更したため。

教育費 人権に関する市民意識調査事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。



説 明区分款 事 業 名

教育費 史跡大川内鍋島窯跡学術調査事業 骨格

教育費 腰岳遺跡群学術調査事業 骨格

教育費 地域史研究団体支援事業 骨格

教育費 指定文化財保護促進事業 骨格

教育費 前田家住宅庭園調査事業 骨格

教育費 ブックスタート事業 骨格

教育費 図書館改修事業 休止 令和8年度において事業見込みがないため。

教育費 図書館開館３０周年記念事業 完了 令和7年度において事業が完了したため。

教育費 市内一周駅伝競走大会開催事業 骨格

教育費 ウオーキング大会開催支援事業 骨格

教育費 スポーツ合宿誘致事業 骨格

教育費 ハーフマラソン大会開催支援事業 骨格

教育費 プロスポーツチーム連携事業 骨格

教育費 国見台体育施設改修事業 骨格

教育費 学校給食センター改修事業 統合
学校給食センター管理運営事業へ統合したた
め。





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


